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FOR IMMEDIATE RELEASE 
 
ケネディ長官、「大統領フィットネステスト」を復活させ、「Get Kids Active（子供たちをアクテ
ィブに）」キャンペーンを開始 
 
ニュージャージー州アトランティックシティ — 2026 年 6 月 29 日 — 米国保健福祉省（HHS）
のロバート・F・ケネディ・ジュニア長官は本日、アトランティックシティの「ボーイズ・アン
ド・ガールズ・クラブ」に集まった 75 人以上の子供たちと共に、「大統領フィットネステスト」
の復活と「GetActive.gov/kids」の立ち上げを正式に開始しました。生徒たちは、ケネディ長官、
ジェフ・ヴァン・ドリュー下院議員（ニュージャージー州第 2 選挙区）、そして WWE のスター選
手たちと一緒にテストの種目に取り組みました。これは、トランプ大統領の「Make America 
Healthy Again（アメリカを再び健康に）」という政策の一環として、全米の子供たちに体を動かす
よう促す全国的な取り組みの始まりを告げるものです。 
 
「60 年以上前、私の叔父であるジョン・F・ケネディ大統領は、国家の強さは国民の健康から始
まるという理解のもと、身体的フィットネスを国家の優先事項とするようアメリカに呼びかけま
した」とケネディ長官は述べました。「今日、トランプ大統領はそのビジョンを復活させていま
す。『大統領フィットネステスト』の再導入と『GetActive.gov/kids』の立ち上げにより、私たち
は保護者、学校、地域社会に対し、子供たちが健康的な習慣を身につけ、体を鍛え、自らの可能
性を発見できるよう支援するためのツールを提供します。」 
 
アメリカの子供たちは、慢性疾患の危機に直面しています。子供の 5 人に 1 人近くが過体重または
肥満の状態にあります。若者の 77%が兵役の適格基準を満たしておらず、その主な理由の一つに
健康状態や身体的フィットネスの不足が挙げられます。こうした状況を受け、HHS は、身体活動
や健康的な習慣を日常生活の一部にできるよう、家族、学校、地域社会を支援しています。 
 
この夏、HHS は「ボーイズ・アンド・ガールズ・クラブ・オブ・アメリカ」、WWE、および全米
の地域団体と連携し、子供たちが積極的に体を動かし、「大統領フィットネステスト」に備えられ
るよう支援します。今秋からは、全米の学校で「大統領フィットネステスト」が実施されます。こ
のテストでは、筋力、持久力、スピード、敏捷性を測定する、年齢に応じた最新の基準が採用さ
れ、進歩や個人の向上を促す内容となっています。復活したこのテストは、若者のフィットネスを
促進し、学校が体育を重視するよう奨励するという当初の使命をさらに推進するものです。 
 
共和党・民主党を問わず全米の各州が、すでに学校への「大統領フィットネステスト」導入を約
束しています。これは、若者のフィットネス強化と、子供たちがより健康的で活動的な生活を送る
機会の拡大に対する幅広い支持を示すものです。本日のイベントには、WWE スーパースターたち
が参加しました。その中には、「トリプル H」の名で知られ、「スポーツ・フィットネス・栄養に
関する大統領評議会」の副議長に任命されたポール・レベック氏も含まれています。司会はバイ
ロン・サクストン氏が務め、コーディ・ローデス氏とシャーロット・フレアー氏が、生徒たちと
一緒になってフィットネスの実演を行いました。 
 
「体を動かしたり、健康的な習慣を身につけたりする時間が減っている若者が増えすぎていま
す」と、バンドリュー下院議員は述べました。「力強いアメリカを築くには、次世代を健康に育て
ることが不可欠です。『大統領フィットネステスト』を復活させることで、生徒たちは前向きな目
標に向かって努力できるようになり、身体を動かすことが日常生活のより大きな部分を占めるよ
うになるでしょう。トランプ大統領やケネディ長官と協力し、この重要な伝統を復活させ、アメ
リカの子供たちのために、より力強く健康的な未来を築く一助となれることを誇りに思います。」 

https://us.cisionone.cision.com/c/eJwsy02O4yAQQOHTwA4LiuLHCxbZ-BpRDRQxGjPOgJX08Vtp9fZ7eiVBzKi95GRCAKOdd1buiZDBUqRgK1lP6MHEzN5gdX-QHcuW_EoaKnkDnvLdQCyetTUhuooC9WyF_7b_qlM7eEwVnKuxrjFHNTqM1_IJ8kj7dT2nsDcBm4Dt_X4v-z6Xx_kSsD0Hz6nGeXYBW_tX-GvZr37IzqWRGnwwTVatpB-4_4KwN7AuaC1Hok4PmjwFajqPJZ9dzmsw989VqnecySnMa1Zog1arZVS6aFixBmNzlK8E3wEAAP__EaNZhQ
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HHS、TEFCA®ネットワークを通じた医療記録への安全なアクセスを拡大し、交換件数 10 億件と
いう節目を達成 
 
ワシントン発 — 2026 年 6 月 26 日 — 米国保健福祉省（HHS）の医療情報技術全国コーディネ
ーター室（ONC）は本日、患者と医療提供者が電子医療情報を安全に共有するための全国的なネ
ットワークである「信頼できる交換フレームワークおよび共通合意（TEFCA®）」を強化するため
の新たな措置を発表しました。 
 
HHS のロバート・F・ケネディ・ジュニア長官は次のように述べています。「米国国民には、自身
の医療記録に安全かつタイムリーにアクセスする権利があります。私たちは、患者が自身の医療
情報を管理できるようにし、ケアの連携を改善し、医療データが必要な場所に安全に移動できる
ようにするために、TEFCA を強化しています。自身の医療記録へのアクセスは基本的な権利なの
です。」 
 
ケネディ長官のリーダーシップの下、TEFCA ネットワークの利用は急速に拡大しています。1 年
足らずの間に、TEFCA を通じて交換された医療記録の数は 1,000 万件から 10 億件以上に増加し
ました。 
 
HHS のチーフ・カウンセラー兼メディケア・センター局長であるクリス・クロンプ氏は、次のよ
うに述べています。「質の高いケアにはシームレスな相互運用性が不可欠であり、医療記録は医療
提供者と患者の間で円滑にやり取りされる必要があります。重要な医療情報が遮断されたり、提
供が差し控えられたりすると、その不利益を被るのは患者です。私たちは、利用可能なあらゆる
適切な規制および政策ツールを駆使して、情報遮断（インフォメーション・ブロッキング）を根
絶し、患者が自身の医療データにアクセスする権利を保護することに全力で取り組んでいます。」 
 
TEFCA の継続的な成長を支援するため、ONC はネットワークの監視を強化し、TEFCA に参加
する組織が必須のポリシーや手順を遵守しているかを確認するための新たな契約を締結しまし
た。また、ONC は、TEFCA の規則および運用要件への準拠を確実にするため、「適格医療情報ネ
ットワーク（QHINs™）」およびその参加組織に対する追加の審査も実施しています。 
 
医療情報技術全国コーディネーターであるトーマス・キーン医師（MD, MBA）は、「TEFCA ネ
ットワークを通じた情報交換は、まだ始まったばかりです」と述べています。 「ONC は、ネッ
トワークの安全性を確保し、交換されるデータの品質向上を通じてより良い臨床成果につなげる
という使命の遂行に取り組んでいます。情報ブロッキングや不正行為など、民事または刑事上の責
任を問われる可能性のある行為がネットワーク上で確認された場合、ONC はそれらを調査のた
め、HHS（保健福祉省）の公民権局（OCR）、監察総監室（OIG）、および司法省といった適切な
行政機関に付託します。」 
 
「HHS が TEFCA（全米医療情報交換枠組み）を通じて医療情報の交換を推進する中、公民権局
（OCR）は HIPAA（医療保険の相互運用性と責任に関する法律）規則の執行を通じて、法執行に
おいて重要な役割を担っています。米国国民の医療情報は、機密性が保たれ安全であると同時に、
本人であれば容易にアクセスできるものでなければなりません」と、HHS 公民権局（OCR）局長
のポーラ・M・スタナード氏は述べています。「これらの原則への信頼は、あらゆる活動の基盤で
あり、決して譲ることのできないものです。自身の医療情報にアクセスする権利が侵害された、あ
るいは情報の安全性が脅かされたと感じる個人は、OCR に苦情を申し立てることができます。」 
 
今回の投資は、安全で信頼性が高く、確かな信用に足る国家医療情報ネットワークを維持すると
いう、ONC の継続的な取り組みを反映したものです。ONC の医療技術に関する取り組みについ
ての詳細は、www.healthit.gov、LinkedIn、または X（旧 Twitter）の@ONC_HealthIT アカウン
トでご確認いただけます。 
# # # 
 
 
トランプ大統領、「Make America Healthy Again（米国を再び健康に）」構想の一環として、環境
再生型農業を推進する大統領令に署名 
 



ワシントン — 2026 年 6 月 25 日 — ドナルド・J・トランプ大統領は本日、「環境再生型農業の推
進と米国の農業の強靭性強化」に関する大統領令に署名しました。これは、世界で最も健康的か
つ豊かで、手頃な価格の食料供給体制を構築するために米国の農家と連携するという政権の決意
を改めて示すものです。大統領執務室（オーバル・オフィス）には、ロバート・F・ケネディ・ジ
ュニア保健福祉長官（HHS）とブルック・ロリンズ農務長官（USDA）に加え、全米を代表する
環境再生型農業の実践者 4 名が同席しました。彼らは、環境再生型農業がいかにして土壌の健全
性を高め、農業の強靭性と収益性を向上させ、地方の繁栄を強化し、そして「Make America 
Healthy Again」の実現に寄与できるかについて協議を行いました。 
 
「『Make America Healthy Again』の実現は、健康というものが医師の診察を受けるずっと前から
始まっているという理解から始まります」と、ロバート・F・ケネディ・ジュニア保健福祉長官は
述べました。「それは私たちが口にする食べ物と、その生産方法から始まるのです。本日署名され
た大統領令は、米国の農家と協力して食料システムを強化し、同時に農業慣行、栄養、環境要
因、そして人の健康がいかに関連しているかについての理解を深める研究を推進するという、ト
ランプ大統領の決意を反映したものです。米国の農家の協力なしには、『Make America Healthy 
Again』は成し遂げられません。」 
 
この大統領令は、保健福祉省（HHS）、農務省（USDA）、および環境保護庁（EPA）に対し、
「Make America Healthy Again」構想を推進しつつ、環境再生型農業を支援する研究、イノベー
ション、官民連携を強化するよう指示するものです。同令に基づき、HHS、USDA、EPA は、新
たな科学的手法を用いて食料供給における化学物質への複合的な曝露（累積曝露）に関する理解
を深めるための研究・評価の枠組みを策定します。また、HHS は化学物質への複合的曝露の評
価、診断、および対策のための革新的な手法の開発を加速させるべく、国立衛生研究所（NIH）
による「グランドプライズ・チャレンジ（大型懸賞コンテスト）」を立ち上げます。さらに、保健
先端研究計画局（ARPA-H）に対し、人の健康を改善しつつ化学農薬への依存を低減する技術の
研究を優先するよう指示します。 
 
今回の取り組みは、米国の農業を近代化し、食料供給の長期的な安全性を強化するために HHS、
USDA、EPA が 2 月に発表した 10 億ドルを超える投資計画を基盤とするものです。本日の発表に
合わせ、米国保健福祉省（HHS）は、計画・評価担当次官補室（ASPE）による新たな論点解説書
（イシュー・ブリーフ）『再生型農業と集団の健康：再生型農業がいかにしてより健全な食料シス
テムとより良い健康成果を支え得るかの検討』を公表しました。本報告書は、再生型農業、食品
の品質、環境曝露、および人の健康の間に存在する可能性のある関連性について、新たに得られ
つつある知見を概観するとともに、今後の研究の機会を提示しています。同書は、再生型農業が継
続的な科学的評価を行う上で有望な分野であると結論付けています。また、栄養状態の改善、食
料システムの強化、そして慢性疾患予防に関連する根本的な要因（上流要因）への対処を目指す
連邦政府のより広範な取り組みを、再生型農業が補完し得る可能性についても指摘しています。 
# # # 
 
 
HHS、ハンタウイルスへの対応活動を完了；米国内での陽性例確認なく監視期間が終了 
 
ワシントン — 2026 年 6 月 23 日 — 米国保健福祉省（HHS）は本日、クルーズ船「M/V ホンデ
ィウス（M/V Hondius）」に関連するハンタウイルス曝露事案に対する連邦レベルの公衆衛生上の
対応活動が完了したと発表しました。最終的な 42 日間の監視期間は、米国東部夏時間（EDT）の
6 月 21 日午後 2 時に終了しました。現在、米国内においてハンタウイルス曝露に関連する公衆衛
生上の監視下に置かれている個人はいません。 
 
ロバート・F・ケネディ・ジュニア長官の指揮の下、HHS は連邦、州、および地域の公衆衛生パ
ートナーと緊密に連携し、曝露の可能性がある個人の特定、監視の実施、臨床ガイダンスの提
供、そして米国の医療システム全体における対応体制の確保に取り組みました。こうした取り組
みの結果、米国内でハンタウイルスの持続的な感染拡大は発生せず、本件に関連するすべての監
視活動が完了しました。 
 
「米国国民の健康と安全を守ることは、我々の最大の責務です」と HHS のロバート・F・ケネデ
ィ・ジュニア長官は述べました。「HHS は、曝露の可能性のある事例の特定、州および地域の保
健当局への支援、そして対応に向けた医療システムの準備を迅速に進めました。その結果、米国
内でハンタウイルスの持続的な感染拡大は発生せず、監視下に置かれる個人が一人もいない状態
で監視期間を終了することができました。」 
 



この対応を支援するため、HHS は「公衆の備えおよび緊急事態への備えに関する法律（PREP
法）」に基づく宣言を行い、ハンタウイルス関連の医療的対策（医薬品やワクチン等）の迅速な開
発、流通、および投与を促進しました。この宣言は、連邦政府の監督下で未承認の医療的対策が
評価される間、全国的な連携体制を支え、研究および備えの取り組みを加速させる役割を果たし
ました。 
 
対応の初期段階から、CDC（疾病予防管理センター）と ASPR（戦略的備え・対応局）は緊密に
連携し、米国内における公衆衛生および医療体制の準備活動を調整しました。国務省やその他の
パートナーと協力し、CDC と ASPR は、外国政府との調整、旅行者への情報提供、帰国計画の策
定、医学的監視、接触者追跡活動、および医療システムの対応体制整備を支援しました。こうし
た連携したアプローチにより、ハンタウイルス曝露事案に対する迅速かつ効果的な対応が確保さ
れました。監視期間の終了は、一連の対応における重要な節目であり、ホワイトハウス、保健福
祉省（HHS）、疾病予防管理センター（CDC）、国務省、州および地方の保健当局、医療従事者、
その他の公衆衛生パートナーが連携して取り組んだ活動の有効性を実証するものです。 
 
CDC 所長代行のジェイ・バッタチャリア医学博士（M.D., Ph.D.）は次のように述べています。
「米国国民を守ることは、我々の最大の責務です。今回の対応が成功裏に完了したことは、国境
の外で発生する感染症の脅威に対し、連携した対応をとることの強みを示すものです。潜在的な
曝露の特定、明確な指針の提示、そして米国国民の保護に尽力し、迅速に行動した CDC の卓越し
たチームに感謝の意を表します。その結果、米国内での新たな感染例の発生を防ぐことができま
した。」 
# # # 
 
 
米国保健福祉省（HHS）、臨床試験における米国のリーダーシップ回復に向けた前例のない省全体
にわたる取り組みを開始 
 
ワシントン発 ― 2026 年 6 月 22 日 ― 米国保健福祉省（HHS）は本日、臨床研究における米国
のリーダーシップを強化し、救命治療の開発を加速させ、患者が世界で最も革新的な治療法を受
けられるようにするための、省全体にわたる連携した取り組みを発表しました。 
 
数十年にわたり、無作為化臨床試験は、新しい医療処置の安全性と有効性を評価するためのゴー
ルドスタンダードとして機能してきました。しかし近年、初期段階の臨床研究の多くが海外に移
転しており、生物医学イノベーションにおける世界のリーダーとしての米国の地位が脅かされて
います。トランプ大統領のリーダーシップの下、HHS はこうした傾向を覆し、米国を臨床研究と
医学的発見の最適な拠点とするために、断固たる措置を講じています。 
 
「米国は新薬開発において世界最高の場所であるべきなのに、臨床研究の大部分を海外に流出さ
せてしまうようなシステムを構築してしまっています」と、ロバート・F・ケネディ・ジュニア厚
生長官は述べました。「トランプ大統領のリーダーシップの下、厚生省は臨床研究における米国の
リーダーシップを回復し、不必要な障壁を取り除き、より多くの臨床研究と投資を米国に呼び戻
すための省全体にわたる協調的な取り組みを開始します。米国はかつて医療イノベーションにお
いて世界をリードしていました。再びリードしていくでしょう。」 
 
この取り組みの一環として、以下の施策が実施されます。 
 
 食品医薬品局（FDA）は、医薬品の特定からヒト初回投与第 1 相臨床試験までの期間を短縮

するパイロットプログラムの開発に関する提案について、パブリックコメントを募集していま
す。さらに、FDA は、初期試験の期間を 6～12 ヶ月短縮できる可能性のある、スポンサーに
対する規制上の期待事項を明確化しています。FDA はまた、多くの場合、確認的エビデンス
を伴う質の高い後期臨床試験が 1 件あれば、医薬品承認を裏付ける有効性の十分なエビデン
スを提供できることを明確にするガイダンス案を発表しました。 

 米国国立衛生研究所（NIH）は、科学的厳密性を損なうことなく有望な治療法をより効率的
に患者に届けるために、人工知能、ヒト細胞ベースモデル、実世界データ、実用的な臨床試
験ツールの責任ある利用を推進するとともに、情報量が多く十分な統計的検出力を持つ臨床
試験への支援を強化しています。 

 NIH の国立トランスレーショナル科学推進センター（NCATS）は、初の完全個別化 CRISPR
遺伝子編集治療につながった先駆的な研究から得られた教訓を活かし、希少疾患患者のため
の将来の治療法の開発を加速させています。 



 NIH の国立がん研究所（NCI）は、がんセンター、研究者、その他の関係者と協力し、臨床
試験の開始を効率化し、患者ケアの大きな進歩に貢献してきたがん研究への参加率向上に取
り組んでいます。 

 米国保健情報技術国家調整官室（ONC）は、電子カルテを通じて患者と臨床試験をより効果
的に結びつける方法を模索しており、対象となる患者が日常診療の一環として研究機会につ
いて知ることができるように支援しています。 

 米国保健福祉省先端研究計画局（ARPA-H）は、臨床研究の近代化に向けた主要な取り組み
を開始しました。遺伝性希少疾患に対する生体内精密遺伝子治療（THRIVE）や、より安全
な治療法のための計算的 ADME-Tox および生理学的解析（CATALYST）といったプログラム
は、複数の治療法と疾患を同時に試験する新たなアプローチを開発し、AI と機械学習を活用
して、患者登録開始前に安全性予測、投与量の最適化、治験効率の向上を図っています。 

 米国保健福祉省監察総監室は、連邦キックバック防止法に基づくセーフハーバー規定、また
は臨床試験への参加に関連して個人に提供される報酬に対する受益者への誘引を禁止する民
事制裁金規定の例外について、追加または修正が必要かどうかについて、国民からの意見を
求める情報提供依頼書（RFI）を公表しました。 

 
これらの取り組みは、不必要な遅延を削減し、臨床研究への参加を促進し、国内の研究能力を強
化し、次世代の医学的ブレークスルーが米国で開発されることを確実にすることを目的としてい
ます。 
 
これを成功させるためには、米国の研究機関全体がそれぞれの役割を果たし、プロセスを合理化
する必要があります。保健福祉省（HHS）は、産業界、大学病院、医薬品開発業務受託機関
（CRO）、患者団体、医療提供者、その他のパートナーと引き続き協力し、臨床研究の障壁を特定
し、イノベーションを阻害する不必要な障害を取り除きます。 
 
同省の取り組みは、米国の科学分野におけるリーダーシップの強化、最先端の治療法への患者の
アクセス拡大、そして米国が医療イノベーションにおいて引き続き世界の主導的地位を維持する
ことへの、より広範なコミットメントを反映するものです。 
# # # 
 
 
ケネディ長官、ミシガン州で「本物の食品を食そう」と「偉大なるアメリカの復興」を強調 
 
ミシガン州ホランド発 ― 2026 年 6 月 18 日 ― 米国保健福祉省（HHS）のロバート・F・ケネデ
ィ・ジュニア長官は今週、ミシガン州各地で連邦議会議員や地域リーダーらを招き、「健康を取り
戻そう」ツアーを継続しました。トランプ大統領の「偉大なるアメリカの復興」構想を推進する
ため、7 億ドルを超える新たな資金提供を発表するとともに、子どもや家族が健康的な食品にアク
セスしやすくするためのトランプ政権の取り組みをアピールしました。 
 
ケネディ長官はまず、トム・バレット下院議員（ミシガン州第 7 選挙区）とともに農場を訪問
し、アメリカ・ファースト政策研究所（AFPI）主催の栄養に関するパネルディスカッションに参
加しました。その後、認定地域行動健康クリニック（CCBHC）であるイースターシールズ
MORC を訪問し、全米のホームレス問題の根源となっている薬物依存や深刻な精神疾患への対策
として、7 億ドルを超える新たな資金提供を発表しました。フリントでは、ケネディ長官は、公衆
衛生の改善を通じて地域社会の活性化に貢献している複数の地元企業と円卓会議を開催しまし
た。ミシガン州での滞在を締めくくるにあたり、長官はビル・ホイゼンガ下院議員（ミシガン州
第 4 選挙区）と共にキッズ・フード・バスケットを訪れ、子どもたちに健康的で栄養価の高い食
事を提供することの重要性について話し合いました。 
 
「バレット下院議員とホイゼンガ下院議員、AFPI のホストの皆様、カントリー・ミルズ・ファー
ム、イースターシールズ MORC、キッズ・フード・バスケット、そしてフリントの地元団体の皆
様に、温かく迎えていただき、地域社会がどのように公衆衛生を変革しているかを示していただい
たことに感謝いたします」とケネディ長官は述べました。「栄養価の高い自然食品へのアクセスを
拡大し、精神疾患と依存症対策に 7 億ドル以上を投入することで、私たちはアメリカ国民が自ら
の健康を取り戻し、慢性疾患の根本原因に立ち向かう力を与えているのです。」 
 
「バレット下院議員、ヒュイゼンガ下院議員、そしてミシガン州のパートナーの皆様が、アメリ
カを再び健康にするための取り組みにおいてリーダーシップを発揮してくださったことに感謝い
たします」とケネディ長官は述べました。「アメリカ国民が本物の食品を摂取し、回復支援やメン



タルヘルスサービスへのアクセスを拡大し、予防を医療の中心に据えることで、慢性疾患の蔓延
を食い止めることができるでしょう。」 
 
6 月 16 日、ケネディ長官とバレット下院議員は、シャーロットにある、何世代にもわたって家族
経営されている果樹園、サイダー工場、ベーカリー、そしてアグリツーリズム施設であるカント
リー・ミルズ・ファームを訪問しました。この農場は地域社会と連携し、消費者に地元産の食品
を提供することで、栄養面で農家が果たす重要な役割を示しています。 
 
視察後、ケネディ長官とバレット下院議員は、カントリー・ミルズ・ファームのオーナーである
スティーブ・テネス氏、そして地元の農業団体のメンバーとともに、AFPI（アメリカ農民産業協
会）主催のパネルディスカッションに参加しました。ミシガン州の成人の約 35％、つまり約 280
万人が肥満であり、この割合は 2030 年までに 52％に上昇すると予測されています。長官は、政
権が新たに策定した「米国人のための食事ガイドライン」について説明し、慢性疾患予防のため
に、より健康的な食生活の一環として、タンパク質が豊富な自然食品を多く摂取することの重要
性を強調しました。また、医療費削減と慢性疾患予防に取り組むことで「アメリカを再び健康に
する」という目標を推進するバレット下院議員の活動を称賛しました。 
 
バレット下院議員は、「ケネディ長官をミシガン州中部にお迎えし、より健康的なライフスタイル
とより強い家族を促進するために、私たちの地域社会で行われている重要な取り組みをご紹介で
きたことを大変光栄に思います」と述べました。 「ワシントンは長らく、病気の治療にばかり注
力し、予防に力を入れてきませんでした。アメリカを再び健康にするということは、家族が栄養
価の高い食品を入手できるようにし、アメリカ国民が自らの健康管理を主体的に行えるように
し、慢性疾患の根本原因に取り組むことを意味します。私は、公衆衛生を特定の利益団体よりも
優先し、次世代のために、より健康な未来を築く政策について、長官と協力できることを誇りに
思います。」 
 
「ケネディ長官とバレット下院議員は、私たちが食べるものから慢性疾患の予防に至るまで、ア
メリカ国民が自らの健康を再び管理できるように取り組んでいます。同時に、医療費の使途を官
僚機構ではなく家族が決定できるようにも努めています。これこそがアメリカ・ファーストの健康
政策の姿であり、AFPI はこの議論をシャーロットにもたらすお手伝いができたことを誇りに思い
ます」と、AFPI 暫定会長兼 CEO のグレッグ・シンデラー氏は述べました。 
 
6 月 17 日、長官はイースターシールズ MORC で開催された円卓会議に参加し、薬物乱用障害や
重度の精神疾患を抱える人々の依存症からの回復と長期的な安定を促進するための取り組みにつ
いて理解を深めました。グループは、CCBHC（地域包括行動保健センター）が包括的な行動医療
を提供し、人命を救い、地域社会の安全性を高める上で果たす重要な役割について議論しまし
た。 
 
ケネディ長官はその後、ホワイトハウスの依存症担当上級顧問であり「グレート・アメリカン・
リカバリー・イニシアチブ（Great American Recovery Initiative）」の共同議長を務めるキャサリ
ン・バーガム氏、および保健福祉省（HHS）の「信仰・地域社会パートナーシップ・センター
（Center for Faith-based and Neighborhood Partnerships）」のディレクターであるモンティ・バー
クス氏と共に記者会見を開き、精神疾患、依存症、ホームレス問題への対策として 7 億ドルを超
える新たな資金提供を発表しました。この発表には、「STREETS（Safety Through Recovery, 
Engagement, and Evidence-based Treatment and Support：回復・関与・科学的根拠に基づく治療
と支援を通じた安全）」プログラム向けの 9,600 万ドル(約 156 億円)の新規資金提供に加え、以下
を含むその他の行動保健（行動衛生）プログラム向けの 6 億 1,200 万ドル(約 995 億円)の資金提
供が含まれていました。 
 
 CCBHC（地域包括行動保健センター）向け：2 億 2,310 万ドル(約 363 億円) 
 「988」自殺・危機対応ライフライン向け：2 億 3,860 万ドル(約 388 億円) 
 薬物使用の予防・治療・回復支援向け：8,000 万ドル(約 130 億円) 
 精神保健サービスおよび支援向け：7,000 万ドル(約 114 億円)超 
 
「ミシガン州において、精神保健や薬物使用の問題に直面する個人や家族を支援する CCBHC の
重要な取り組みをケネディ長官にご覧いただくため、Easterseals MORC（イースターシールズ
MORC）にお迎えできたことを嬉しく思います」と、Easterseals MORC の社長兼 CEO であるブ
レント・ワース氏は述べました。「CCBHC やその他の行動保健イニシアチブへの多額の投資に関
する長官の発表は、私たちが支援する地域社会に対する連邦政府の有意義なコミットメントを示
すものであり、その成果に期待しています。」 



 
その後、長官はフリント・ファーマーズ・マーケットを訪問し、ファーマーズ・マーケット、ク
リム・フィットネス財団（Crim Fitness Foundation）、バーストン・フィールドハウス（Berston 
Fieldhouse）、YMCA オブ・グレーター・フリント、ハーレー小児クリニック（Hurley Children’s 
Clinic）の代表者を含む 5 つの地元組織と円卓会議を行いました。各組織の代表者は、住民が身体
的・精神的な健康を増進し、地元産の新鮮で栄養価の高い農産物を入手し、さらに栄養教育と統
合された質の高い小児医療を受けられるような機会を提供する取り組みについて話し合いまし
た。 
 
最後に、ケネディ長官はホイゼンガ下院議員と共に、ホランドにある「キッズ・フード・バスケ
ット（Kids Food Basket）」の幹部らと面会しました。同団体は、地域社会の子供たちや家族が健
康的な食品を入手しやすくするという使命を支援するため、敷地内に温室を設けています。一行
は同施設の「ラーニング・バーン（学習用納屋）」も訪問し、健康的な食事や生活習慣の選択がも
たらす利点を子供たちに教えることの重要性を強調しました。 「『キッズ・フード・バスケット
（Kids’ Food Basket）』を訪問し、子供たちが栄養価の高い食事を確実に取れるようにするための
素晴らしい活動を直接視察されたケネディ長官に感謝申し上げます。私は以前より、地域社会全
体の健康増進を図りつつ、子供たちが学校でその能力を最大限に発揮できるよう支援するこうし
た取り組みを支持してきました。子供たちの栄養状態を改善することは、生活の質を向上させる
と同時に、長期的には医療費の削減にもつながるため、超党派で取り組むべき課題です」とホイ
ゼンガ下院議員は述べました。 
# # # 
 
 
HHS、テストステロン療法製品の添付文書（ラベル）の改訂を要請 
 
ワシントン—2026 年 6 月 18 日—米国保健福祉省（HHS）は、米国食品医薬品局（FDA）を通
じ、新たな臨床データおよび既存の科学的根拠を包括的に検討した結果、テストステロン補充療
法製品の処方情報（添付文書）の改訂を要請すると発表しました。 
 
提案されている変更点は以下の通りです。 
 加齢に伴う性腺機能低下症の男性におけるテストステロン補充療法の安全性と有効性は確立

されていないとする使用上の制限を削除する。 
 前立腺がんのリスクに関する情報を更新する。 
 良性前立腺肥大症（前立腺の肥大）に関する警告を改訂する。 
HHS のロバート・F・ケネディ・ジュニア長官は、「『男性の健康月間』にあたり、私たちは男性
の医療のあり方に科学を再び取り戻そうとしています」と述べました。「最新の科学的根拠を反映
させる形でテストステロン療法製品の添付文書を更新することで、患者や医師により明確な情報
を提供し、十分な情報に基づいた医療上の意思決定を支援するとともに、何百万人もの米国人男
性に対するケアを向上させます。」 
 
保健担当次官補のブライアン・J・クリスティーン医師は、「テストステロン療法に対する理解が
深まるにつれ、処方情報もその時点で得られる最良の科学的知見を反映したものにする必要があ
ります」と述べました。「今回の措置は、患者や医療従事者が治療の選択肢を検討する際に、正確
かつ最新の情報を確実に得られるようにするものです。」 
 
2015 年、FDA はテストステロン補充療法製品の添付文書に対し、特発性性腺機能低下症（明確な
原因がなくテストステロン値が低下する疾患）に伴う徴候や症状のある男性において、安全性と
有効性が確立されていないとする使用上の制限を記載するよう求めました。この制限が追加され
たのは、有益性を示す根拠が限られていたことや、心血管系へのリスクの可能性について懸念が
提起されていたためでした。 
 
それ以降、5,200 人以上の男性を対象とした大規模臨床試験である「TRAVERSE 試験」など、新
たな科学的根拠が得られています。同試験では、テストステロン補充療法を受けた男性におい
て、心臓発作や脳卒中を含む主要な心血管有害事象のリスクに有意な増加は認められませんでし
た。これらの知見やその他の利用可能な科学的根拠を検討した結果、FDA は、当該使用上の制限
はもはや妥当ではないと結論付けました。 
 
FDA はまた、前立腺の健康に関連する長年の安全性情報についても更新を求めています。  
 



現在の添付文書では、一般的に、前立腺がんの既知または疑いのある男性にはテストステロン補
充療法を行うべきではないとされており、同療法が前立腺がん発症のリスクを高める可能性があ
るとの警告が記載されています。今回求められている改訂案では、テストステロン補充療法が禁
忌とされるのは、転移性前立腺がんの男性のみとなります。 
 
入手可能な臨床試験および疫学データでは、テストステロン補充療法を受けている男性におい
て、前立腺がんのリスク増加は一般的に認められていません。しかし、前立腺がんの発症には数
年を要する場合があり、既存の研究では長期的な影響を検出するのに十分な期間、患者が追跡さ
れていない可能性があるため、重要な不確実性が残っています。改訂案においても、医療従事者に
対し、リスクの評価、治療前のスクリーニング、および治療中の患者のモニタリングを行うよう引
き続き推奨しています。 
 
FDA は、良性前立腺肥大症に関する添付文書情報の更新も求めています。現在の添付文書では、
一般的に、テストステロン補充療法が同疾患の症状を悪化させる可能性があると警告されていま
す。FDA の検討の結果、軽度から中等度の良性前立腺肥大症の男性において症状の悪化を示すデ
ータは臨床試験からは認められませんでしたが、重度の症状を有する男性に関するエビデンスは
依然として限られています。今回求められている添付文書の変更では、重度の症状を有する患者に
対し、治療中の継続的なモニタリングを行うことが推奨されます。 
 
FDA の医薬品評価研究センター（CDER）で所長代理を務めるマイケル・デイビス医師（M.D., 
Ph.D.）は、次のように述べています。「FDA の責務は、処方情報が、入手可能な最良の科学的エ
ビデンスを反映したものとなるようにすることです。今回の更新により、患者や医療従事者はテ
ストステロン補充療法のベネフィットとリスクに関するより明確な情報を得ることができ、十分
な情報に基づいた治療の意思決定が可能になります。」 
 
本日の措置は、科学的エビデンスの進展に合わせて処方情報を更新し、患者や医療従事者が利用
可能な最も正確かつ最新の情報にアクセスできるようにするという、米国保健福祉省（HHS）の
取り組みを反映したものです。 
# # # 
 
 
HHS、虚偽の WPATH ガイドラインから子供たちを守る FTC の行動を称賛 
 
ワシントン—2026 年 6 月 17 日—米国保健福祉省（HHS）は本日、欺瞞的な取引慣行の疑いで世
界トランスジェンダー保健専門家協会（WPATH）に対して訴訟を起こすという連邦取引委員会
（FTC）の決定を賞賛した。 
 
ロバート・F・ケネディ・ジュニア厚生労働省長官は、「ファーガソン委員長と FTC が WPATH
に対して断固とした行動をとったことを称賛する」と述べ、「医療機関は科学に従い、矛盾を明ら
かにし、患者を第一に考えなければならない。子供たちは最高水準のケアを受ける権利があり、
親は正直な情報を受ける権利があり、アメリカ国民は説明責任を果たす権利がある」と語った。 
 
FTC の措置は、証拠基盤、ガイドライン策定プロセス、性拒否手続きを推進する影響力のある組
織をめぐる利益相反行為に対する監視が高まっていることを受けて行われた。 2025 年 11 月に発
表された HHS の「小児性同一性障害の治療：証拠とベストプラクティスのレビュー」では、米国
および国際的ないわゆる「小児性同一性医学」を形作ってきた WPATH の標準治療バージョン 8
（SOC-8）臨床ガイドラインの開発に関する重大な懸念が文書化されています。 
 
「医療機関が科学的厳密性よりも擁護を優先する場合、医療機関は責任を問われるのは当然だ」
と保健次官補ブライアン・クリスティン医学博士は述べ、「HHS の調査では、WPATH が推進す
る『小児ジェンダー医学』をめぐる証拠基盤とガイドライン開発プロセスに重大な弱点があるこ
とが判明した。われわれは、患者を保護し、医学的推奨事項への信頼を強化するために、これら
の調査結果を調査し、適切な措置を講じようとする FTC の取り組みを歓迎する。」と述べた。 
 
HHS の報告書では、方法論の厳密さ、利益相反、そして報告書がガイドライン作成団体間の「循
環参照と相互承認」のパターンとして説明しているものについての懸念があるにもかかわらず、多
くの国際ガイドラインが WPATH と内分泌学会が策定した推奨事項に大きく依存していることが
判明した。 
 



HHS の報告書はまた、WPATH の SOC-8 に関する懸念を強調し、同組織のガイドライン策定プ
ロセスが証拠の体系的な検討を抑制し、実質的な金銭的および知的利益相反を許し、科学的考察
ではなく法的および政治的考慮に依存していることを明らかにした。 
 
HHS は、アメリカの医療制度全体にわたって、科学的根拠に基づいた医療、臨床診療ガイドライ
ン開発の透明性、最高水準の科学的完全性を推進することに引き続き取り組んでいます。 
# # # 
 
 
ケネディ長官、コロラド州での「Take Back Your Health（健康を取り戻そう）」ツアー中にバーガ
ム長官と共に「GetActive.gov」を立ち上げ 
 
コロラド州フォート・カーソン — 2026 年 6 月 15 日 — 米国保健福祉省（HHS）のロバート・
F・ケネディ・ジュニア長官は、コロラド州各地を巡る「Take Back Your Health（健康を取り戻そ
う）」ツアーの一環として、運動、フィットネス、野外レクリエーション、活動的な生活を通じて
国民の健康増進を支援する新たな全国的リソース「GetActive.gov」を立ち上げました。 
 
ケネディ長官はグランド・ジャンクションでダグ・バーガム内務長官と合流し、この取り組みを
発表するとともに、公有地や野外レクリエーションの機会へのアクセスを拡大するというトラン
プ政権の取り組みを強調しました。その後、フォート・カーソンを訪問し、陸軍が進めるキャン
パス型食堂の近代化プログラムを通じて、軍人の栄養改善がどのように図られているかを視察し
ました。さらに、ソーントンにある「InnovAge（イノブ・エイジ）」を訪れ、高齢者包括ケアプロ
グラム（PACE）に参加している介護者や高齢者と面会しました。 
 
「米国の慢性疾患の蔓延を食い止める鍵は、人々が自らの健康を取り戻せるよう力を与えること
にあります」とケネディ長官は述べました。「私たちは、人々が『活動的に動き（Get Active）』、
『本物の食事をとり（Eat Real Food）』、『充実した生活を送る（Live Real Life）』ことを支援して
います。公有地から軍事基地、高齢者介護施設に至るまで、今回のコロラド州訪問は、私たちが
『Make America Healthy Again（米国を再び健康に）』という目標をいかに実践しているかを示す
ものです。」 
 
6 月 10 日、ケネディ長官はグランド・ジャンクションでバーガム長官と共に円卓会議に参加しま
した。この会議では、公有地へのアクセスを阻む障壁を取り除くことで、狩猟、釣り、野外レク
リエーションの機会を拡大するという内務省の取り組みについて議論が行われました。ケネディ
長官は、運動、フィットネス、レクリエーションを通じて国民が健康を取り戻すのを支援するワ
ンストップ・サイト「GetActive.gov」を立ち上げました。 
 
トランプ政権の「Make America Healthy Again（米国を再び健康に）」という政策方針に沿ったこ
れらの規制緩和措置は、「連邦有地へのアクセスに関する不必要かつ逆効果な制限の撤廃」と題さ
れた大統領令の履行でもあります。 
 
「国民を屋外に連れ出し、我が国の広大な公有地や水辺を体験してもらうことは、公衆衛生を増
進する最も効果的な方法の一つです」とダグ・バーガム内務長官は述べました。 「トランプ政権
は、ケネディ長官および保健福祉省（HHS）と連携し、連邦有地へのアクセスを拡大していま
す。これにより、家族が自然と触れ合い、退役軍人が心身を癒やし、子供たちが画面から離れて
屋外で過ごし、地域社会が活性化し、そしてすべてのアメリカ人がより健康的で活動的な生活を
送れるようになることを目指しています」 
 
翌日、ケネディ長官はソーントン（コロラド州）を訪れ、「InnovAge（イノブエイジ）」における
栄養および行動保健サービスについて理解を深めました。InnovAge は、PACE（高齢者向け包括
的ケア・プログラム）を提供する施設であり、複雑な健康上のニーズを抱える 55 歳以上の対象高
齢者に対し、医療、リハビリ、送迎、社会福祉サービス、その他の支援を行っています。 
 
施設見学や円卓会議を通じて、長官は InnovAge が高齢者の身体活動をどのように促進し、栄養価
の高い食事を提供しているかを直接確認しました。PACE モデルは、継続的なモニタリングと統
合的なケアを通じて慢性疾患に対処し、その予防を図る上で極めて重要な役割を果たしています。 
 
「保健福祉省（HHS）をお迎えし、実際に機能している PACE モデルをご覧いただく機会を持て
たことを光栄に思います。全米各地の PACE 組織は、複雑なニーズを持つ高齢者が自立した生活
を送り、地域社会とのつながりを保ちながら、最も望ましい場所である『自宅』で暮らし続けら



れるよう、質の高い包括的なケアを提供しています。私たちは、これを可能にしている素晴らしい
介護スタッフを誇りに思うとともに、このモデルが高齢者とそのご家族の生活にもたらす影響を
ご紹介できる機会に感謝しています」と、最高経営責任者（CEO）のパトリック・ブレア氏は述
べました。 
 
長官はコロラド州での視察の締めくくりとしてフォート・カーソンを訪れました。ここでは、シ
ェフのロバート・アーバイン氏が支援する陸軍の「キャンパス・スタイル・ダイニング・ビニュ
ー（CSDV）」近代化プログラムを活用し、軍の施設がいかにして兵士たちに栄養価の高い食事を
提供しているかを視察しました。新しい「スタック・ハウス・ビストロ」では、地元産の食材を
使用した栄養価の高い食事が提供されています。視察には試食会や円卓会議も含まれ、参加者は
質の高い栄養へのアクセスを改善することの重要性について話し合いました。 
 
「キャンパス・スタイル・ダイニングは、兵士に提供される食事の質、多様性、そして利用のし
やすさを大幅に向上させています」と、第 4 歩兵師団およびフォート・カーソン基地の副司令官
（支援担当）であるエド・マタイデス准将は述べました。 「兵士が十分な食事をとることで、身
体能力や戦闘能力が向上し、生活の質も高まります。また、キャンパス形式の食堂を導入するこ
とで、営業時間の延長や選択肢の拡充が可能となり、過酷な訓練スケジュールにも柔軟に対応で
きるようになります。」 
# # # 
 
 
HHS（米国保健福祉省）が発表したライム病対策と治療法開発の包括的計画に対する反応 
 
ニューハンプシャー州コンコード — 2026 年 5 月 29 日、米国保健福祉省（HHS）のロバート・
F・ケネディ・ジュニア長官は、ライム病やその他のダニ媒介性疾患に対する国の対応を強化する
ための一連の主要な取り組みを発表しました。HHS が打ち出した施策には、ダニの防除に重点を
置いた数百万ドル規模のパイロットプログラム、最大 250 万ドル規模のイノベーション・チャレ
ンジ（技術革新コンテスト）、アルファ・ガル症候群対策に取り組む NIH（国立衛生研究所）研究
者への資金提供、そして患者が経験豊富な医療提供者とつながるのを支援する官民連携などが含
まれます。 
 
ケネディ長官は、自身の「Take Back Your Health（健康を取り戻そう）」ツアーの一環として、ラ
イム病の被害が最も深刻な州の一つであるニューハンプシャー州で、州議会議員やライム病対策
の提唱者らとの円卓会議を開いた後、記者会見でこれらの発表を行いました。 
 
ケネディ長官のこうした動きに対し、指導者、提唱者、メディアは次のように反応しています。 
 
提唱者および団体： 
 
 Project Lyme (@ProjectLyme) [X（旧 Twitter）]: 「ライム病コミュニティにとって大きなニ

ュースです。@HHSGov（HHS）が、ライム病やその他のダニ媒介性疾患への対処を目的と
した一連の主要な新施策を発表しました。この心強い発表における重要な変更点のいくつか
をチェックしてみてください…」 

 Global Lyme Alliance (@LymeAlliance) [X]: 「HHS により、ライム病に関する新たな連邦レ
ベルの取り組みが発表されました。これには、ダニ防除のパイロットプログラム、最大 250
万ドルのイノベーション・チャレンジ、アルファ・ガル症候群関連の取り組み、医療へのア
クセス改善を目指す施策などが含まれます…」 

 Center for Lyme Action (@Lymeaction) [X]: 「本日、@SecKennedy（ケネディ長官）は、ラ
イム病に関する取り組みを発表しました。その中には、『ケイ・ヘイガン・ダニ対策再認可法
（Kay Hagan Tick Reauthorization Act）』への支援推奨も含まれています…」 

 ミネソタ大学感染症研究政策センター (@CIDRAP) [X]: 「HHS がライム病とアルファ・ガ
ル症候群の減少および治療法改善に向けた計画を発表しました。この計画には、ダニの個体
数抑制や、ライム病およびアルファ・ガル症候群のより良い治療法の発見を目指すパイロッ
トプログラムへの資金提供が含まれています。」ソフィア・サージェント氏（ライム病を克服
した当事者、LinkedIn より）：「昨日は、私が決して見ることなどないと思っていた日でし
た。家族全員がライム病の影響を受けてきた者として、米国保健福祉省（HHS）がライム病
の予防、患者支援、研究、イノベーションに重点を置いた新たな取り組みを発表する場に、
提唱者、研究者、患者、そしてリーダーたちと共に参加できたことを光栄に思います。長年に
わたり、ライム病患者は『目に見えない病気』を社会に認識してもらうために闘ってきまし
た。今日、私たちの声が届いたのです。私をこの場に導き、私の家族を含む多くの家族に影



響を及ぼしているこの病気に常に光を当て続けてくださった『Center for Lyme Action』、ク
リステン・ハニー博士、メーガン・ブラッドショー氏、ケネディ長官、そして保健福祉省に
感謝申し上げます……これは単なる発表以上のものです。誰にも声が届かないと感じてきた
すべての患者にとっての希望なのです。ライム病の未来は、予防、イノベーション、早期発
見、そして患者中心のケアに基づくものでなければなりません。今日はその方向への有意義
な一歩だと感じましたし、その対話の一翼を担えたことを光栄に思います。」 

 ニコール・マラチョウスキー氏（@RealMalachowski、ダニ媒介性疾患の患者支援者、X よ
り）：「これは私や私のコミュニティにとって非常に重要なことです。さあ、この言葉を行動に
移し……その行動を大きな成果へとつなげていきましょう。」 

 ニコール・マラチョウスキー氏（@RealMalachowski、ダニ媒介性疾患の患者支援者、X よ
り）：「これは、ライム病やダニ媒介性疾患の患者にとって、正しい方向への大きな一歩で
す。」 

 デブラ・ティスラー氏（@Debra_Tisler、バージニア州在住、かつてライム病を患った経験を
持つ、X より）：「……患者を経験豊富な医師とつなぐ取り組みについて耳にすると、私や家
族が最も必要としていた時期にそうしたリソースが存在していたら、私たちの闘病の道のり
はどれほど違っていただろうかと思わずにはいられません。@SecKennedy（ケネディ長官）
をはじめ、このリソースを実現してくださったすべての関係者の皆様に感謝いたします。これ
は、患者や家族が専門知識を持つ医療に迅速にたどり着く助けとなり、私たちが経験したよ
うな不確実さや診断の遅れ、苦しみを他の人々が味わわずに済むようにしてくれるかもしれ
ません。」 MAHA Action (@MAHA_Action)（X より）：「RFK Jr.は、ダニ媒介性疾患が米国
史上かつてない規模で拡大していると述べています。『毎年 47 万 6000 人の米国人がライム病
と診断されています』『この春、ダニに噛まれて救急外来を訪れた米国人の数は、史上最多を
記録しました』『これは脅威が増大していることの明白な兆候です』『ライム病は全 50 州で発
生しています』」 

 MAHA Institute (@MAHA_Institute)（X より）：「ケネディ長官は、ライム病やその他のダニ
媒介性疾患に対処するための新たな取り組みについて重要な発表を行いました。長官は『目
に見えない病気』に苦しむ人々に寄り添う姿勢を示し、患者に対して『ガスライティング
（心理的虐待）』が行われてきた時代を終わらせると宣言しました。HHS（米国保健福祉省）
は、患者支援の強化、治療プロトコルの標準化、診断技術の向上、そして先進的な治療法の
導入を通じて、2035 年までにライム病の蔓延を 2022 年比で 25%削減すると公約しまし
た。」 

 Children’s Health Defense 寄稿者、ケイティ・ライト (@katiewr31413491)（X より）： 「つい
に！CDC（米疾病予防管理センター）はあまりにも長い間、ライム病への対応を誤り続けて
きました。」 

 リサ・マズール氏（@LisaMazurNH、Turning Point Action ニューハンプシャー州ディレク
ター）、X にて：「本日、州議会議事堂で RFK Jr.長官にお会いし、ライム病対策の新たな取り
組みについてお話を伺えたことを光栄に思います。ニューハンプシャー州、そしてそれ以外の
地域にとっても重要な対話でした。頑張れ MAHA（Make America Healthy Again）！！」 

 Committee to Elect House Republicans（@CTEHR）、X にて：「『ニューハンプシャー州は
「Make America Healthy Again（アメリカを再び健康にする）」の取り組みにおいて全米をリ
ードしている』とケネディ長官（@SecKennedy）は述べています」 

 
政府関係者： 
 ジョン・ジェームズ下院議員（@RepJames）、X にて：「ミシガン州ではダニの問題が拡大し

ています。ライム病対策に関する今回の発表は素晴らしいニュースです。私たちの懸念に耳を
傾け、行動を起こしてくださったケネディ長官に感謝します」 

 シャロン・カーソン・ニューハンプシャー州上院議長（@NHSenPresident）、X にて：「ニュ
ーハンプシャー州議会は、ケネディ長官を招いてライム病に関する円卓会議を開催しまし
た。これは、予防の強化、治療の改善、そして全米の地域社会に拡大する同疾患の影響への
対処に向けた HHS（保健福祉省）の計画概要を発表するのに先立って行われたものです。」 

 ニューハンプシャー州下院（@NHHouseofReps）、X にて：「本日、パッカード下院議長は、
ライム病の啓発と予防の取り組みに関する発表を行うため、州議会議事堂にてロバート・F・
ケネディ・ジュニア HHS 長官、議員、支援者、公衆衛生のリーダーたちと共に会合に出席し
ました。」 

 ビクトリア・サリバン氏（@victoria4nh、ニューハンプシャー州上院議員、元同州下院多数党
副リーダー）、X にて：「本日、ケネディ長官にお会いできたことを光栄に思います。彼には、
アメリカを再び健康にしたいという真摯な思いがあります。多くの米国人に影響を及ぼしてい
るライム病の問題に目を向けてくださったことに感謝いたします。」ビクトリア・サリバン氏
（@victoria4nh、ニューハンプシャー州上院議員、元同州下院多数党副院内総務）― X（旧
Twitter）にて： 



 「左派からはこれほどの憎悪が放たれています。ケネディ長官は、ライム病対策としてトラン
プ政権がとっているアプローチについて議論するためにここを訪れました。ライム病は懸念
が高まっている疾患です。私の夫も数年前に診断されました。マサチューセッツ州では『アル
ファ・ガル（症候群）』が蔓延しており、拡大しつつあります。私の義理の兄弟も数ヶ月前に
診断されました。これは、ダニ媒介性疾患がいかにありふれたものであるかを示しています。
それにもかかわらず、左派の人々は、この取り組みがケネディ長官とトランプ政権によって行
われているという理由だけで、それを貶めようとしています。もしこれがバイデン政権下で、
ケネディ氏が依然として民主党員であったなら、彼らは称賛していたことでしょう。私たち
は皆、より健康なアメリカを望むべきです。ライム病やその他のダニ媒介性疾患に立ち向かう
ことは重要な一歩です。これらの病気は、生涯にわたって深刻な障害をもたらす可能性があり
ます。」 

 
インフルエンサーおよびメディア関係者： 
 エインズリー・エアハート氏（@ainsleyearhardt、Fox ニュース司会者）― X にて： 
 「RFK ジュニア（ロバート・F・ケネディ・ジュニア）がライム病対策の新たな取り組みを

発表 @DrMarcSiegel」 
 エインズリー・エアハート氏（@ainsleyearhardt、Fox ニュース司会者）― Fox ニュースに

て： 
 「これは私たちを非常に不安にさせます。特に親として、そしてこの地域（北東部）に住んで

いると、ダニに噛まれる事例を多く目にするからです。」 
 リッチ・ディペンティマ氏（InDepth NH ライター）― 記事にて： 
 「金曜日、保健社会福祉省（DHHS）のロバート・F・ケネディ・ジュニア長官がニューハン

プシャー州を訪問し、ライム病の負担を軽減するための治療、診断、予防戦略の改善を推進
しました。ライム病の診断と治療における切望されていた進歩を促すケネディ氏の取り組み
を、私は称賛します……」 

 クリス・ニュービー氏（@krisnewby、医学・科学ライター、著者）― X にて： 
 「#ライム病 患者にとって、正しい方向への大きな一歩です。」 
 ケビン・ランドリガン氏（@KlandriganUL、受賞歴のあるニューハンプシャー州の記者）― 

X にて： 
 「RFK 氏の発表には、ライム病やその他のダニ媒介性疾患の研究に対する 1 億 7200 万ドル

の拠出や、一般市民や企業が革新的なアイデアや自身の体験談を提示するコンテストへの 250
万ドルの拠出が含まれています。」 Epoch Times (@EpochTimes)（X より）: 「RFK Jr.、ラ
イム病の削減を目指す。ロバート・F・ケネディ・ジュニア保健長官は 5 月 29 日、マダニが
媒介するライム病を減少させるための新たなパイロット・プログラムに連邦政府が資金を拠
出すると発表した。ケネディ氏は、ライム病やマダニ媒介性疾患に苦しむ数百万人のアメリ
カ人が診断や治療、ケアを受けるのに苦労してきたと述べ、トランプ政権が予防、研究、支
援の改善に向けた野心的な取り組みを開始すると語った……」 

 Mikki Willis (@MikkiWillis)（X より）: 「@SecKennedy さん、ライム病の影響を受けてい
る人々にようやく支援の手を差し伸べてくださり、ありがとうございます。私たちの知り合い
の中にも、何十年もの間、必要な支援を受けられずにいる人が大勢います。」 

 Lily Tang Williams (@Lily4Liberty)（X より）: 「@SecKennedy さん、ニューハンプシャー
州にお越しになり、コンコードにある州議会議事堂からこの問題について語ってくださり、
ありがとうございます！」 

 Michael Hennessey (@Snowflake_News)（Snowflake News 創設者、X より）: 「RFK Jr.、ラ
イム病の危機により米国の森が危険な場所になったと指摘 —— 『親は子供を森に行かせる
ことを心配しなければならない』」 

 Don Keith (@RealDonKeith)（『The Real Beef with Don Keith』司会者、X より）: 「RFK Jr.
は、アメリカ人が森に入ることはもはや安全ではないと警告している。ライム病は急増して
おり、年間 47 万 6000 人が診断され、ニューハンプシャー州ではマダニの 60%以上が原因菌
を保有している。ハイキング、狩猟、釣りといったアメリカの典型的な体験が、今や悪夢と化
している。」 

 MJTruthUltra (@MJTruthUltra)（X より）: 「RFK Jr.（ロバート・F・ケネディ・ジュニア）
の発言：非常に懸念すべき事態だ……ニューハンプシャー州で検査されたクロアシマダニ
（Black Legged Ticks）の 60%以上から、ライム病の原因となる細菌が検出された……」 

 Paula Wilson (@pwilsondtf)（X より）: 「これは素晴らしいニュースですね」 
 
医療専門家・研究者： 
 
 マーク・シーゲル医師（NYU ランゴーン・ヘルス教授、Fox ニュースの医療コメンテータ

ー）（Fox ニュースより）: 「ケネディ氏とその取り組みのおかげで、私たちはダニを即座に



検査できる時代へと向かっています。また、ライム病の検査も、何週間も待つことなく、より
早い段階で受けられるようになるでしょう。というのも、現在市販されているライム病検査
を行っても、初期段階ではほとんどの場合『陰性』と出てしまうからです……ケネディ氏も
その点に注目しています。彼は、多くの慢性ライム病が見過ごされていると指摘しており、私
もその意見に全面的に同意します」 

 ニール・ストーン医師 (@DrNeilStone)（感染症専門医、臨床研究医）（X より）: 「私はラ
イム病やその疑いのある患者さんを数多く診察しています。この感染症の診断、治療、そして
理解を深めるためのあらゆる取り組みを支持します……」 

 マーガレット・フォンダー医師（皮膚科医、F.A.A.D.） (@margaret_fonder)（X より）: 
「素晴らしいニュースです！ライム病は診療の現場で頻繁に遭遇する疾患であり、研究や患
者ケアにおける連邦レベルでのより強力な取り組みが絶対に必要です」 

 スティーブン・フィリップス医師 (@StevePhillipsMD)（研究者、著者）（X より）: 「HHS
（米国保健福祉省）による新たなライム病対策計画：ダニ防除プログラム、250 万ドル規模の
イノベーション・チャレンジ、NIH（国立衛生研究所）による資金提供、そして患者と医師を
つなぐ仕組みなどが含まれています。何十年もの間軽視されてきたライム病ですが、ついに
状況が好転しつつあるのかもしれません……」 

 ケイシー・ホランド医師 (@drkaseyholland)（自然療法医）（X より）: 「医療へのアクセス
改善には、効率的かつ効果的な早期発見検査の導入も含まれる必要があります」自然療法医
のケイシー・ホランド医師（@drkaseyholland、X にて）：「@seckennedy 氏と @hhsgov（米
国保健福祉省）が @ilads と連携して取り組んでいることは心強い限りです……患者は、た
だでさえ衰弱し病んでいる状態で、適切な医療を受けるために闘わなければならないような
状況に置かれるべきではありません。なんと素晴らしい『ライム病啓発月間』でしょうか。」 

 アフマド・レハン・カーン医師（@AhmadRehanKhan、X にて）：「ライム病は極めて深刻な
病気であり、患者を著しく衰弱させる恐れがあるほか、場合によっては生活の質（QOL）に
多大な影響を及ぼす長期的な症状を残すこともあります。診断、治療、そして疾患への理解を
向上させるためのあらゆる取り組みは歓迎されるべきものです……」 

 
主な見出し： 
 ボストン・グローブ紙：ケネディ氏、ライム病対策の取り組みを発表――米国人は「SF 映画

のような悪夢」の中にいると指摘 
 Newsmax：RFK ジュニア氏、ライム病対策に向けた HHS（保健福祉省）の大型プロジェク

トを始動 
 ニューハンプシャー・ブレティン：RFK ジュニア氏、ニューハンプシャー州訪問中にライム

病に関する新たな取り組みを発表 
 NBC 10 ボストン：[動画] ニューイングランドにて、保健福祉長官が…… RFK Jr.、ライム

病対策計画を発表 
 WCAX: [映像] RFK Jr.、ライム病対策の主要な取り組みを発表するためニューハンプシャー

州を訪問 
 Spectrum News: RFK Jr.、ライム病対策に向けた保健省の新たな取り組みを発表 
 NBC 10 Boston: [映像] RFK Jr.、ニューハンプシャー州訪問中にライム病に関する新たな対策

を発表 
 New Hampshire Union Leader: RFK Jr.、ニューハンプシャー州訪問でライム病との闘いを強

調 
 WSAW: [映像] ライム病やダニ媒介性疾患を標的とした連邦政府の取り組み 
 WHDH 7 News Boston: [映像] HHS（保健福祉省）長官ケネディ氏、ニューハンプシャー州

でダニ問題について語る 
 Concord Monitor: RFK Jr.、ライム病対策の取り組みをアピールするため金曜日にコンコード

を訪問へ 
 Fox News: [映像] HHS 高官、アルファ・ガル症候群やライム病の症例に対処 
 JustTheNews: RFK Jr.、ライム病の研究・封じ込め・治療に関する「包括的」計画を公表 
 InDepthNH: HHS 長官 RFK Jr.、ニューハンプシャー州議事堂でライム病対策計画を発表 
 New Hampshire Public Radio: RFK Jr.、ライム病と闘うための新たな連邦政府の対策を発表す

べくニューハンプシャー州を訪問 
 Washington Examiner: RFK Jr.、ライム病という「SF 映画のような悪夢」を防ぐための計画

の概要を説明 
 Epoch Times: RFK Jr.、ライム病を 25%削減する新計画を発表 
 HoodLine: 連邦政府が新たな取り組みを開始する中、ケネディ氏がコンコードでライム病対

策を推進 
# # # 
 



 
ケネディ長官、「Take Back Your Health（健康を取り戻そう）」ツアーでウィスコンシン州を訪問
――酪農家、乳児用粉ミルクの安全性、依存症からの回復に焦点 
 
ウィスコンシン州オークレア — 2026 年 6 月 2 日 — 米国保健福祉省（HHS）のロバート・F・
ケネディ・ジュニア長官は、全米を巡る「Take Back Your Health（健康を取り戻そう）」ツアーの
一環として、火曜日にデリック・ヴァン・オーデン下院議員と共にウィスコンシン州を訪問しま
した。今回の訪問は、米国の食料供給の強化、公衆衛生の向上、そして依存症対策を主導する酪
農家、乳児用粉ミルク製造業者、および信仰に基づく回復支援団体に光を当てることを目的とし
ています。 
 
「本日私を温かく迎えてくださったヴァン・オーデン下院議員、ギルバートソン・ファーム、そ
してペリゴ社に感謝申し上げます」とケネディ長官は述べました。「米国の健康は、私たちが生産
する食料、最も若い世代に提供する栄養、そして依存症に苦しむ人々への支援にかかっています。
ウィスコンシン州の農家、製造業者、そして信仰に基づく団体は、『Make America Healthy Again
（米国を再び健康に）』という取り組みを先導する役割を果たしています。」 
 
「ウィスコンシン州には、日々人々の生活を向上させ、地域社会を強化している人々がいます」
とヴァン・オーデン下院議員は語りました。「米国の家族の健康状態を改善するためのケネディ長
官のリーダーシップと尽力に感謝します。ウィスコンシン州がその取り組みの一翼を担えること
を誇りに思いますし、長官を州にお迎えできたことを光栄に思います。」 
 
ケネディ長官は、クリア・クリークにある家族経営のギルバートソン・ファームで一日を始めま
した。同農場の乳牛や牛乳生産施設を視察した後、ヴァン・オーデン下院議員、SAMHSA（薬物
乱用・精神衛生サービス局）のクリス・キャロル首席副長官、HHS の信仰に基づくパートナーシ
ップ担当ディレクターであるモンティ・バークス氏、農場主のケビン・ギルバートソン氏、酪業
界のリーダー、そして依存症治療に取り組む信仰に基づく団体との円卓会議を主宰しました。 
 
対話の中で、ケネディ長官は米国の農家に対するトランプ大統領の支援を強調し、「米国人のため
の食生活指針（Dietary Guidelines for Americans）」でも認められている全乳（ホールミルク）や
その他の乳製品の栄養上の利点について説明しました。 
 
また長官は、トランプ大統領の「Great American Recovery Initiative（偉大なる米国回復イニシア
チブ）」や、依存症危機に対処するための HHS の取り組みについても議論しました。これには、
長年のホームレス問題の解決、オピオイド依存症との闘い、そして回復と自立を重視した治療の
拡大による公共の安全向上を目的とした 1 億ドルの投資などが含まれます。ケネディ長官は、依
存症治療に取り組む信仰に基づく団体（faith-based organizations）に対し、連邦政府の助成金申
請の門戸を開き、技術的支援を提供するというトランプ政権による歴史的な取り組みを強調しま
した。連邦政府の助成金申請方法について詳しく知りたい信仰に基づく団体は、6 月 3 日午後 2
時（米国東部時間）に開催される HHS（保健福祉省）のウェビナー「SAMHSA 助成金申請書作
成のベストプラクティス（Best Practices for Writing a SAMHSA Grant Application）」への参加が
推奨されます。 
 
「当農場にケネディ長官をお迎えできたことは大変名誉なことでした」と、ギルバートソン・フ
ァームのオーナーであるケビン・ギルバートソン氏は述べました。「米国の人々の食生活における
乳製品の栄養上の利点を強調し、乳製品を『フードピラミッド（食事指針）』の最上位に位置づけ
るために尽力されたケネディ長官に感謝申し上げます。」 
 
その後、ケネディ長官とヴァン・オーデン下院議員はオークレア（Eau Claire）へ移動し、ペリゴ
（Perrigo）社の乳児用粉ミルク製造施設を視察しました。また、米国で販売されている乳児用粉
ミルクを対象に実施された史上最大規模の重点検査（「オペレーション・ストーク・スピード」の
一環）における FDA（食品医薬品局）の調査結果について説明を受け、その成果を強調しまし
た。 
 
「ペリゴ社は、手頃な価格で高品質、かつ科学的根拠に基づいた乳児用粉ミルクを各家庭に提供
できることを誇りに思います」と、ペリゴ社のパトリック・ロックウッド＝テイラーCEO は述べ
ました。「お忙しい中、当施設を視察してくださったケネディ長官とヴァン・オーデン下院議員に
感謝いたします。また、乳児に安全で信頼できる栄養を届け、次世代の健康を支える上で米国の
製造業者が果たす重要な役割に光を当てていただいたことにも感謝申し上げます。今後も引き続
き連携していけることを楽しみにしています。」 



 
家族経営の酪農場から乳児用粉ミルクの製造、そして信仰に基づく依存症からの回復支援プログ
ラムに至るまで、ケネディ長官のウィスコンシン州訪問は、国民の健康増進において地域社会が
果たす極めて重要な役割を浮き彫りにしました。今回の訪問は、米国の農業支援、乳児の栄養改
善、依存症からの回復への道の拡大、そして「米国を再び健康に（Make America Healthy 
Again）」するための政策推進に対するトランプ政権の強い決意を改めて示すものとなりました。 
# # # 
 
 
報道関係者向け案内 — 取材計画用 
 
ケネディ長官とヴァン・オーデン議員、ウィスコンシン州で酪農家を称え、栄養改善を推進 
 
ウィスコンシン州オークレア発 — 米国保健福祉省（HHS）のロバート・F・ケネディ・ジュニア
長官とデリック・ヴァン・オーデン下院議員は、月曜日にエルク・マウンドにあるギルバートソ
ン・ファミリー・ファームを訪問します。両氏は、酪農家への敬意を表し、国民の栄養改善を推
進するための円卓会議および酪農場の視察を行います。円卓会議終了後には、報道陣向けの簡潔
な質疑応答（プレス・ギャグル）が予定されています。 
 
参加者：保健福祉省長官 ロバート・F・ケネディ・ジュニア 

下院議員 デリック・ヴァン・オーデン 
日時： 2026 年 6 月 1 日（月）午前 11 時 00 分（中部標準時：CT） 
場所： ギルバートソン・ファミリー・ファーム (Gilbertson Family Farm) 

1176 20th Ave 
Elk Mound, WI 54739 

参加登録（RSVP）完了後に詳細な住所をお知らせします。 
取材を希望される場合は、5 月 31 日（日）午後 6 時（東部標準時：ET）までに、グレース・キム

（Grace Kim：grace.kim@mail.house.gov）まで参加登録（RSVP）を行ってください。
到着時にヴァン・オーデン議員のスタッフへの連絡が必要な場合は、グレース・キム（電
話：832-788-7205）までご連絡ください。 

# # # 


